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城里町健康増進施設ホロルの湯の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等は、

関係法令によるほか、この仕様書によるものとする。 

 

１　趣　旨 

　　本仕様書は、健康増進施設ホロルの湯の指定管理者が行う業務の内容及び履行方

法について示すものである。 

　　指定管理者は、業務の遂行にあたっては公の施設であることを十分認識し、日常

及び定期に必要な維持管理･点検業務を行い、快適な健康増進施設の環境維持に努

めるとともに各種施設･設備の性能を常に最良の状態を保ち、故障の予防、設備の

恒久化に努める。 

 

２　維持管理･運営業務に関する事項 

（１）基本的な考え方 

①町民の健康増進と地域の活性化を目的に設置された施設であり、公の施設 

であることを十分認識し運営すること。 

　　②利用者に対し、公平公正な運営を行うこと。 

　　③事業計画書に基づき、利用者が快適に過ごせるよう適正な管理運営を行い、

利用者の満足度を高めていくこと。 

④館内を常に清潔に保つこと。 

　　　⑤効率的かつ効果的な管理を行い、経費の削減に努めること。 

　　　⑥入館者の増につながるＰＲや催事を積極的に行うこと。 

　　　⑦利用者の意見･要望等を施設の管理運営に反映させること。 

　　　⑧個人情報の秘守義務を遵守すること。 

　　　⑨城里町と密に連携を図りながら、管理運営を行うこと。 

　　　⑩城里町の実施する老人福祉事業･催事等に協力すること。 

 

　（２）健康増進施設の受付・案内等 

　　　①指定管理者は、利用者への応対及び電話での問い合わせ等については、適切 

な対応を行うこと。 

　　　②施設の利用等について、利用者からの苦情･提言や盗難、飲食物の持込など 

館内で発生するあらゆる事象及び電話での問い合わせ等については、適切な 

対応をするとともに、その内容を城里町へ報告すること。 

 

　（３）緊急時の対応 

　　　①指定管理者は、災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保、通報等につ 

いて、対応マニュアル(計画書)を作成し、緊急事態発生時には適切な対応を 

すること。 

　　　②利用者、来館者の急病、けが等に適切な対応ができるよう、近隣の消防、医 
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療機関と連携を図り、適切に対応するとともに、その内容を城里町に報告す 

ること。 

　　　③救命救助並びに消防避難訓練(研修)を行うこと。 

 

（４）組織及び人員配置 

　　　①管理運営業務を実施するために必要な組織機構図を作成するとともに、労働 

基準法を遵守し、管理運営を効率的に行うための業務形態にあった適正な人 

員配置を行うこと。 

　　　②館長(支配人)を１名配置すること。 

　　　③受付業務には、常時１名以上配置すること。 

　　　④職員の体制は、施設の管理運営に支障がないよう配置するとともに、利用者 

の要望に応えられるものとすること。 

　　　⑤指定管理者の業務の執行及び財産の状況の監査を職務とする理事等(相当す

る職を含む。)以外の役員の職にある２人以上の者に、次に掲げる職務を行わ 

 せるものとすること。 

ア．指定管理者が行う公の施設の管理に係る当該指定管理者の財産及び業 

務の執行に係る状況を監査すること。 

イ．指定管理者が行う公の施設の管理に係る当該指定管理者の財産の状況 

又は業務の執行について、法令、条例、定款若しくは寄付行為（これら 

に相当するものを含む。）に違反し、又は著しく不当な行為（事項）が 

あると認めるときは、指定管理者の理事会等及び町長へ報告すること。 

ウ．イの報告をするために必要と認めるときは、指定管理者の総会等（これ 

に相当する理事会等を含む。）の招集を請求し、又はこれを招集するこ 

と。 

 

（５）収支状況の管理 

①試算表の作成 

毎月の収入支出の状況を明らかにする年間試算表を作成し、さらに月毎に試 

算表を作成すること。 

　　　②収支帳簿の作成及び証拠書類の整理･保存 

収入支出に係る帳簿を作成にするとともに、証拠書類を整理し、５年間保存 

すること。 

 

（６）事業計画書及び報告書の提出 

　　　①事業計画書の提出 

指定管理者は、毎年度末までに翌年度の維持管理運営に関する事業計画書を 

作成し、城里町へ提出すること。 
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②業務報告書の提出 

業務の実施状況について、以下の内容を作成し報告すること。 

　　　　ア．入館者数の実績 

日計を月計表にまとめ、翌月の 10 日までに提出のこと。 

　　　　イ．利用料金及び減免の実績 

月計を作成し、４半期ごとにまとめ翌月の 10 日までに提出のこと。 

　　　　ウ．入湯税の納入状況 

　　　　　　月毎に納入後報告すること。 

　　　　エ．その他町長が求めるもの。 

　　　③事業報告書の提出 

以下の内容を作成し、毎年度終了後 60 日以内に、事業報告書を提出するこ 

と。ただし、以下の内容以外についても、報告を求めることがある。 

ア．維持管理運営の体制 

イ．維持管理運営業務の実施状況 

ウ．入館者数の実績 

エ．利用料金の収入状況 

オ．維持管理運営に係る経費の収支状況 

カ．その他町長が求めるもの。 

 

（７）指定期間終了後の引継業務 

　指定管理者は、指定期間終了後若しくは指定の取消等により、次期指定管理者 

へ業務を引き継ぐ際は、円滑かつ支障なく本施設の業務を遂行できるよう、引継 

ぎを行うとともに、必要なデータ等を遅滞なく提供するものとする。 

 

３　保守管理に関する事項 

指定管理者が行う特記すべき最低限の保守管理業務は、次のとおりとする。 

（１）建物総合管理関係 

建物総合管理の業務については、作業工程表により実施すること。 

 

（２）清掃関係 

①常時清掃 

以下の清掃業務については、毎日定期的に見回りを実施し、必要に応じて 

行うこと。 

　　　ア．大浴場、薬湯、露天風呂、サウナ室、リラックスルーム、温水プール、 

ジャグジープール、幼児プール、採暖室 

　　　イ．玄関、売店、エントランス、事務室、休憩室、倉庫、トイレ、自動販売機 

設置場所付近、施設内全般（建物周辺･駐車場･東屋等） 

　　　ウ．食堂、レストラン、厨房等 
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　　　エ．その他必要な清掃 

②定期清掃 

　　　ア．定期清掃の業務については、作業工程表により実施すること。 

イ．トイレ清掃　年 24 回(月２回洗浄、ワックスアップ)、空調機フィルター 

清掃(年４回)、吸排気ダクト清掃（年１回） 

　　１Ｆダクト数 41 基　２Ｆダクト数 48 基、浴室配管、プール回収槽洗浄 

(年４回) 

　　　ウ．施設内の除草及び樹木の剪定については、年２回以上必要に応じて実施 

すること。  

エ．施設内からでる廃棄物の収集運搬 

　　　オ．その他必要な清掃 

　 

（３）衛生関係 

①茨城県公衆浴場法施行条例による水質基準に適合するよう水質を管理し、基 

準に適合しない場合には、直ちに適切な措置を講じるとともに、知事に届け 

出ることとし、町長に報告すること。 

②原湯を貯留する槽は、１年に１回以上、清掃及び消毒を行うとともに、適切 

な方法で生物膜(微生物の増殖により形成される膜)を除去すること。 

③衛生管理業務については、作業工程表により実施すること。 

④その他茨城県公衆浴場法施行条例の規定を遵守すること。 

 

（４）消防設備関係 

　　　　消防法の規定に基づき、点検すること。 

　　　　保有設備：消火器 36、スプリンクラー設備 516、自動火災報知設備 16、 

　　　ガス漏れ火災警報設備･非常警報器具設備･誘導灯及び誘導設備 

40、防火排煙設備 24、非常電源(自家発電設備)、 

消火器設備点検(年２回)、スプリンクラー設備点検(年２回) 

非常警報設備点検(年２回)、防火排煙設備点検(年２回)、 

誘導灯設備点検(年２回)、防火対象物点検(年１回) 

 

（５）電気設備関係 

　　　　電気事業法に基づく保安規定に従い、電気設備の点検をすること。 

　　　　保有設備：構内配電線路設備、幹線設備、動力設備、電灯設備、電話設備、 

拡声設備、テレビ受信設備、火災報知設備、非常警報設備、 

外灯設備、受変電設備、自家用工作物保安管理(自家発電含む) 

年６回、自家用工作物保安管理年次点検年１回、電話保守点検 

(年１回)　 
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（６）警備関係　 

①火災に対する適切な対応を図ること。 

ア．火災を発見したときの通報及び消火活動その他の措置 

イ．消防署及び施設担当主管課への通報及び連絡 

②防犯に対する適切な対応を図ること。(機械警備可) 

　　　ア．侵入者等の潜伏･徘徊を発見したときの処置 

　　　イ．警察署及び施設担当主管課への通報及び連絡 

③休業日及び閉館時間においても適切な対応を図ること。 

 

（７）保険関係 

　　①利用者が受ける盗難･傷害等の対策を考慮すること。 

　　②事務所内における現金･動産の盗難等の対策を考慮すること。 

　　③食品を提供した食品物に対する対策を考慮すること。 

 

（８）施設設備及び物品関係 

　　①業務の内容 

　　　すべての施設設備については、法に定められたものの他定期的に保守点検を 

　　実施すること。 

なお、施設の運営に支障をきたさぬよう各種備品の管理を行い、破損又は不具 

合等が生じたものは、随時更新すること。 

　　②物品の管理等 

ア．指定管理者は、現有する物品を利用し運営すること。また、指定管理者 

が利用料金等で購入した物品は、城里町の所有に属すること。 

イ．指定管理者は、その保管する物品を整理し、購入及び廃棄等の措置を行 

う場合は、城里町へ報告すること。 

 

（９）源泉設備関係 

①源泉設備の定期点検については、年 12 回実施すること。 

②上記①以外のポンプの引抜き点検については、別途協議のうえ行うこと。 

 

（10）修繕関係 

　　　健康増進施設の改修･修繕に係る経費については、原則として指定管理者の 

負担とする。但し、大規模改修･修繕及び自然災害等不可抗力に伴うものについ 

ては、城里町の負担とする。なお、修繕内容については、町が健康増進施設の管 

理上判断するものであり、城里町の指示に従うこと。 

 

（11）維持管理運営の書類関係 

　　　維持管理にあたっては、業務日誌、作業記録など必要な業務関係書類を作成し 
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保管するものとする。 

 

（12）事故･故障等異常時の措置関係 

　　　施設内･外において、事故又は故障が発生したときは、城里町に報告し、指示 

を受け必要な措置を講ずるものとする。但し、緊急を要する場合又は軽微な事故･ 

故障の場合は、指定管理者において必要な措置を講ずるものとする。 

 

４　その他　 

　（１）自主事業の実施 

　　　指定管理者は、施設の利用促進のため、施設の設置目的に反しない限りにおい 

て、自主事業を行うことができる。但し、自主事業の実施については、城里町の 

承認を得ること。また、指定管理者は、自主事業の実施における施設使用料を町 

に支払うものとし、その額については、城里町と協議のうえ決定する。 

｢自主事業｣ 

①利用者サービス向上に寄与するイベント等の開催 

②本施設の一部を利用して実施する販売･飲食業(自動販売機の設置、売店の 

設置等)等 

 

（２）疑義についての協議 

　　　この仕様書に特別の定めのない事項については、管理運営に関する協定書にお

いて定めるものとする。 

 

５　法令等の遵守 

本仕様書のほか、次の各号に掲げる法令に基づき、健康増進施設ホロルの湯の 

管理を行うこと。なお、本契約期間中に次の各号に掲げる法令等に改正があった 

場合は、改正された内容を遵守すること。 

①地方自治法 

　　　②城里町健康増進施設の設置及び管理に関する条例 

　　　③城里町健康増進施設の設置及び管理に関する条例施行規則 

　　　④城里町公の施設における指定管理者の指定手続等の関する条例 

　　　⑤城里町公の施設における指定管理者の指定手続等の関する条例施行規則 

　　　⑥城里町情報公開条例 

　　　⑦城里町情報公開条例施行規則 

　　　⑧城里町個人情報保護法施行条例 

　　　⑨城里町個人情報保護法施行細則 

　　　⑩城里町行政手続条例 

　　　⑪城里町行政手続条例施行規則 

　　　⑫その他必要に応じて規定する。


